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判例における「景観利益」概念の萌芽
－私法上の法益としての景観について－
谷　口　　　聡
Beginning of the Concept of “Right to Benefit from Beautiful 
Landscape” on Judicial Precedent:
Landscape as Interests Protected by Private Law
Satoshi TANIGUCHI
要　旨
　本稿は、景観利益に関する判例を整理し、検討するものである。景観の保護に関しては、わが
国の近代法制定当初から様々な立法なされてきた。しかし、判例が私法上の保護法益として「景
観利益」という概念を認め、かつ、これを定義したのは、平成18年の最高裁判所の判決によっ
てである。この判決が出されるまでに、裁判例はどのような経緯をたどってきたのかを分析する
ことは意義があると思われる。本稿では、裁判例が「景観利益」を取り扱うようになるまでの概
念形成段階を11件の判例の検討をもとにしておこなうものである。
Summary
　　This paper aims to marshal and examine the judicial precedents about the right to benefit 
from beautiful landscapes. Various legislations have been made to protect landscapes since the 
modern law was initially enacted in Japan. However, it was the supreme court decision in 2006 
that the concept was admitted and defined. Analysis of what judicial processes were followed 
before this decision was made seems to have a meaning. In this paper, the author examines 
eleven judicial precedents to see the formation process that the concept of the right to benefit 
from beautiful landscape was discussed.
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Ⅰ　はじめに
　いわゆる「まちづくり」などの議論と相まって、近時「景観」に対する意識の高まりがわが国
においても顕著にみられるようになってきた。
　近代法成立以降におけるわが国の法律および地方自治体の条例による「景観」の保護は、明治
期にさかのぼることができる。ある学説によれば、尾崎行雄東京市長が東京市の建築条例制定を
1906年（明治39年）から手掛けたことにさかのぼることができるとする１）。その後、当事者の
具体的紛争処理において、裁判上で「景観利益」に関する争いが展開されていくことになる。
　最高裁判所の平成18年３月30日の判決（民集60巻３号928頁）は、「良好な景観に近接する地
域内に居住し、その恵沢を日常的に享受している者は、良好な景観が有する客観的な価値の侵害
に対して密接な利害関係を有するものというべきであり、これらの者が有する良好な景観の恵沢
を享受する利益は、法律上保護に値するものと解するのが相当である」と判示し、私法上の保護
法益としての「景観利益」を認めたのである。
　しかし、この最高裁平成18年判決において、いわゆる「景観利益」の概念を最高裁判所が認
めるまでの過程は平たんなものではなかった。そもそも「景観利益」なるものはどのような利益
であるのか、確定されたものではなかったし、それは裁判において主張される利益としても不明
確な存在でしかなかった。
　そこで、本稿では、そのような「景観利益」がどのような具体的紛争事例を経て、形成される
に至ったものであるのか、その利益概念の萌芽にさかのぼって検討するものである。
Ⅱ　判例・裁判例の検討方法
　景観利益という司法の場における概念の萌芽については、いくつかの文献２）の指摘するとこ
ろに従い、猿ヶ京温泉事件判決（前橋地判昭和36年９月14日下民12巻９号2268頁）の「眺望
利益」に関する紛争事例から始めることとする。
　裁判事例の事実概要、判決要旨、その判決の有する意義に関する着目点について、整理してい
くこととする。
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Ⅲ　具体的裁判例の検討
１　前橋地裁昭和36年９月14日
　　　下民12巻９号2268頁、判タ122号93頁
[事実概要]
　債権者Xは、群馬県利根郡新治村の猿ヶ京温泉郷に温泉旅館桑原館を経営するものである。債
務者Yも同地において温泉旅館相生館を経営するものである。当該温泉郷の地形は、人造湖であ
る赤谷湖を中心に山が囲んでおり、同温泉地は、北に谷川岳の一部を望みうるが、その主たる眺
望は、右旅館などの南方に存在する赤谷ダムによって生じた赤谷湖に向かってひらけ、相生館は
もとより、桑原館もまた右赤谷湖に臨んで建てられ、その眺望については、特に意を用いて設計
建築されていることがそれぞれ認められる。債務者Yは昭和35年５月にいたり、桑原館から赤谷
湖への眺望可能な別館一階の最高級の三部屋、大浴場、ロビー、大広間などの眺望を害する位置
に二階建建物の建築を始めた。Xは、昭和35年８月になされた仮処分決定の取り消しを求めて提
訴した。
　Xは、昭和31年にXとYを含む４旅館と地元土地所有者らとの間において、Yが桑原館の眺望を
害するような建築をしない趣旨の協約を結んだなどとして、Y所有の土地などにつき桑原館の眺
望を害する建築をしない旨の地役権（眺望地役権）設定契約が成立し、または、そのような建築
をしない旨の不作為債務を負う契約が成立しいたなどと主張した。さらに、Yは右地区に広大な
土地を所有しており、その土地内の他の場所においては建物の建築は可能であるにもかかわらず、
Xの眺望を害する場所に本件建物を建築することは権利の濫用に当たるなどとして、本件建物の
二階部分の撤去を求めて争った。
[判決要旨]
　X主張の眺望は、本件建物二階部分の建前によって半ば阻害されるに至っており、これに荒壁
などの工事が施されれば、完全に遮蔽される状況にある。本件建物が落成するにおいては、桑原
館の著しく阻害され、これにより当該旅館がその経営上多大の損失をまねくことは推認するに難
しくないとした。
　昭和31年に締結された契約書中には、単にXの主張するような地役権設定に関する事項をも定
めたと認められる記載はないとした。
　Yは、Xが主張するとおり、赤谷湖に対する眺望可能にして旅館建物建築の敷地として使用で
きると認められる本件建物敷地とほぼ立地条件の等しい広大なる土地を有していながら、あえて
右敷地に建築を始めており、敷地を本件の位置に選んだ点につき、害意を含むものであることが
うかがわれるなどとして、Yの本件建物建築は権利濫用の面があると考えるとした。
　結論として、当該裁判所が債権者債務者間の昭和35年工事中止仮処分申請事件につきなした
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仮処分決定は、債務者の被ることあるべき損失をさらに考慮して、債権者においてこの判決言渡
の日から一四以内になお金七〇万円の保証を立てることを条件としてこれを許可するとした。
[着目点]
・景観利益に関する判決ではない。土地所有者の所有権に基づく権利行使と、その権利行使によ
る眺望権の侵害が問題となっているケースである。そこにおいては、地域ないし社会的利益とし
ての「景観利益」というものが当事者の念頭には置かれていない。
・しかしながら、この判決は、後に景観利益の主張がなされ、これが認められていく訴訟の萌芽
である趣旨の指摘が、日置論文（ジュリスト）や判例時報の囲い込み記事に掲載されている。
・やはり、眺望権といういのは、景観利益という法益を生み出した母体なのであろうか。景観利
益の淵源なのであろうか。上記論文・記事はそのように捉えているのではないか。
・「眺望地役権」が設定されたという主張が債権者からなされている。興味深い。そもそも景観
利益の法的性質については、慣習上の地役権であるとする見解が現在でも存在する。そのような
見解の萌芽が、このような眺望権侵害の訴訟の中にあったということか。
・権利濫用の主張が同じく債権者からなされている。当然の弁論の展開なのかもしれないが、最
高裁平成18年判決では、権利濫用に該当するような違法性があることが、景観利益侵害の要件
とされている。そのこととの関係性も読み込むべきではないか。
２　東京高判昭和38年９月11日
　　　東京高等裁判所（民事）判決時報14巻９号243頁
　　　判タ154号60頁
[事実概要]
　上記前橋地裁昭和36年９月14日判決と同じ。本判決においては、特に、控訴人Yの被控訴人X
に対する権利の濫用の成否が争点となった。
[判決要旨]
　Yの権利濫用について、以下のXの主張が認定された。Yが本件建物建築のための整地を開始し
た直後であってまだ建築工事にいたらない昭和35年５月３日、猿ヶ京温泉組合長の要請によっ
て新治村村会議長および同村村長は、本件建物建築が桑原館にもたらす打撃と村全体からみた観
光上の損失とを考えできうればYX間のこの問題の解決を図りたい意向をもってYに対してYの有
する相生館附近の他の土地に建物の建築場所を変えられたい旨のあっせん申入をしたがYはこれ
に一顧も与えず拒否したこと。また、Yの経営する相生館とXの経営する桑原館とはかねてから
相反目する関係にあったこと。さらには、Y所有地中には相生館建物の西側の上段村道に面した
位置が桑原館をはじめ他の第三者所有建物の眺望、採光通風等の妨害とならず、建築敷地として
一応考慮される余地がないわけでもないことがうかがわれることなどである。
　結論として、Yとしては本件敷地に建物を建築しないことの補償が合理的に相当額のものであ
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れば、本件敷地を選択せず、X所有建物の眺望の妨害とならない前記敷地を選択すべきことが信
義則上当然であると考えられるに拘らず、前記のような害意の下にあえて本件敷地を選択したの
であるから、この点においてYの行為は権利の濫用に当たる行為と考えられ、Yはその代表所有
者の本件敷地を使用する権利を濫用することによって、本件建物を建築しX所有の桑原館旧館の
建物所有権の行使を違法に妨害しているものというべきであるとした。
[着目点]
・１判決の判決文においては、当事者の主張にとどまっていた点が判決理由の中で認定されてい
る。温泉組合長、村会議会長、村長が建物を建築しようとしていた旅館に対して、「村全体から
みた観光上の損失」を根拠に、別の所有地に建築をできないか申し入れていたという点である。
私的な眺望利益の侵害が争点となる裁判ではあるが、そのような判決の中で、村全体の観光利益
が権利濫用禁止法理の成否において認定されていることは、一定の意義があると考える。
・また、同じく、建物建築者側が、原告およびその「他の第三者の所有建物の眺望、採光通風等」
の妨害とならない建築場所の選択が可能であったことなどが認定されている点も注目される。す
んわち、単に、訴訟当事者の利益のみならず、その土地に影響する他の者の眺望、採光通風等の
利益も考慮の対象に含めた権利濫用禁止法理の採否の判断がなされたという点は重要ではない
か。
３　和歌山地田辺支判昭和43年７月20日
　　　判時559号72頁
[事実概要]
　Xは、和歌山県の白浜町で温泉旅館を経営するものである。YもXに隣接する土地に建物を所有
し旅館業を経営していた。Xの旅館からは白良浜海岸という、自然美が世に広く知られている、
数多い白浜温泉地域の景勝地のうちでも最も勝れた景観が眺望できたのであった。しかし、Yが
昭和43年１月ごろからその所有する土地などに鉄筋コンクリート６階建、屋上１、２階を有す
る本件新築旅館の建築工事に着手した。右工事が完成すると、Xの旅館からの白良浜方面などへ
の眺望が一部妨げられることになった。そこで、Xは、建物所有権および占有権に包摂される眺
望権に基づいて本件新築工事の差止めを求め、また、本件工事による眺望侵害は生活利益の侵害
としていわゆる生活妨害による侵害救済と同一の法理により律すべきものと主張した仮処分を求
めた。
[判決要旨]
・Xの旅館からの眺望が侵害されることになると、その経営上の打撃を受けるであろうことはこ
れを一応認めることができる。
・Xは、Yによる眺望侵害について、いわゆる生活妨害による侵害救済と同一の法理により律す
べき旨主張するが、「右法理は本来万人が等しく享受すべき平穏で、健康、快適な生活が積極的（騒
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音、振動、煤煙等）または消極的（日照、通風等）に侵害された場合にこれに対処するためのも
のであって、多分に個人の人格権、生存権にかかわるものであるところ、本件はこれと異なり、
風光の優れた特定の場所を眺望できる客室を設け、これを有力な宣伝材料に使って旅館経営をし
ている場合に、隣地に同じ目的で旅館を建築しようとする同業者が現れたため、前者の右眺望が
妨げられその営業収益の低下する虞が生じたので、これを防ぐため隣地の建築工事を差止めある
いは損害賠償の請求をなしうるかという問題に帰するのであって、純粋に財産上の利害に関わる
問題であるから、いわゆる生活妨害に関する紛争とは異なる見地からこれを検討すべきである」。
・Xは、前記認定の眺望はXの「旅館建物の所有権および占有権に含まれた一種の権能として存
在すると主張するのであるが、右主張は独自の見解であって採用でき」ない。
・眺望の阻害が隣地所有者の不相当な権利行使の結果生じたものであって、受忍すべき限度を越
える侵害であるとすれば、営業上の侵害によって生じた損害賠償を求め、ときには侵害の排除（差
止）を求めることが許されると解すべきである。
・白浜温泉付近には白良浜、湯崎方面の景観のほかにも景勝地に恵まれているので、同温泉の客
はこれらの景勝地の探勝あるいは温泉に魅かれて来遊するのであって、Xが前記のように眺望を
阻害されることによって受ける営業上の打撃は必ずしも致命的なものとは解されないことなど、
諸事実からみてX旅館が前記工事によりその眺望を阻害されることは、Xにおいてこれを受忍す
べき限度を越えるものとは解されない。
[着目点]
・有名な景勝地の景観の眺望に対する侵害が当該紛争の原因であるという意味では、前記１およ
び２判例よりも「景観利益」という法益の形成に一歩近づいた事案ではなかったかと思われる。
・ただし、本判決は眺望が侵害されることにより温泉旅館が被る営業上の損失の有無という捉え
方で事案の紛争処理が図られた判決内容となっている。人格権や生存権にかかわる生活妨害の問
題として扱うべきでない旨の判示がなされている点は注意が必要である。
・景観利益という法益の形成過程においては、眺望権という権利がその一つの淵源をなしている
という見方ができるが、この判決は、その眺望侵害について、これが旅館営業への打撃という純
粋に財産上の争いに基づいて主張される場合には、「生活妨害」の問題ではないとしていること
は意義のある判決と言えるかもしれない。現在の景観利益については、これは地域住民が享受し
得る人格的利益と位置付けられているからである。
・この判決の一つの見方としては、結局、旅館経営上の利益との関係で眺望権の主張をなしたが
これが認めらなかったということは、それが私的財産上の紛争に過ぎないからであって、地域住
民全体に関わる人格的利益に関係した紛争ではなかったからであるということも言えるのではな
いか。
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４　最大判昭和43年12月18日
　　　刑集22巻13号1549頁、判時540号81頁
[事実概要]
　被告人Y １およびY ２は、共謀のうえ、二組に分かれて、「四十五年の危機迫る!!国民よ決起せ
よ!!大日本菊水会本部」などと印刷したビラ合計26枚を大阪市屋外広告物条例（昭和31年大阪市
条例第三九号）によりはり紙等の表示を禁止された物件である大阪市内の13か所の橋柱、電柱
および電信柱にのりではりつけた。右各所為に対し、第一審は、刑法60条、大阪市屋外広告物
条例13条１号、４条２項、３項各１号等を適用し、Y １を罰金8000円、Y ２を罰金5000円に処
した。本上告の論旨において、被告人らは、「原判決は、何ら営利と関係のない純粋な思想・政治・
社会運動である本件印刷物の貼付に大阪市屋外広告物条例の右各条項を適用した第一審判決を是
認したが、右各条項は憲法二一条に違反する」と主張して、右条例各条項は憲法で保障された表
現の自由に抵触する違憲条項であるとして争った。最高裁は下記のように本件につき大法廷にお
いて判決を下した。
[判決要旨]
・「大阪市屋外広告物条例は、屋外広告物法（昭和二四年法律第一八九号）に基づいて制定され
たもので、右法律と条例の両者相待って、大阪市における美観風致を維持し、および公衆に対す
る危害を防止するために、屋外広告物の表示の場所および方法ならびに屋外広告物を掲出する物
件の設置および維持について必要な規制をしているのであり、本件印刷物の貼付が所論のように
営利と関係のないものであるとしても、右法律および条例の規制の対象とされているものと解す
べき」である。
・「被告人らの・・・本件各所為のごときは、都市の美観風致を害するものとして規制の対象と
されているものと認めるのを相当とする」。
・「国民の文化的生活の向上を目途とする憲法の下においては、都市の美観風致を維持することは、
公共の福祉を維持する所以であるから、この程度の規制は、公共の福祉のため、表現の自由に対
し許された必要且つ合理的な制限と解することができる」。
・したがって、大阪市屋外広告物条例の本件における各条項は憲法違反には当たらないとして、
上告を棄却した。
[着目点]
・この事例は、刑事事件において、ビラ貼という行為について、憲法21条の表現の自由と美観風
致という公共の福祉の問題が争点となったものである。したがって、最高裁平成18年判決にお
いて示されている私法上の権利としての景観権の問題とは直接的には関係性が薄い事案である。
・この事案は、いわゆる景観緑三法の一角である「景観法の施行に伴う関係法律の整備などに関
する法律」でも規定されている「美観風致」という問題が、憲法で保障されている表現の自由と
いう問題と対立する局面をもっていることを示している。
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・さらには、近時の下級審裁判例である、赤白ストライプ建物事件判決（判タ1290号184頁）の
ような事例とも関係性があるように思われる。当該事例では、建物の外壁の色彩が「景観利益」
とのかかわりにおいて判示されている。
・景観利益との関係では、やや異質な事例ではあるが、景観利益の主張は、表現の自由とのかか
わりという局面ももっているということを示した事案であると言える。
５　津地判昭和44年９月18日
　　　判時601号81頁
[事実概要]
Xは、三重県鳥羽市に観光旅館を経営する者である。当該旅館は鳥羽湾に面しており、一部の客
室などからは、真珠島を中心として水面から遠く安楽島方面にいたる鳥羽湾上の自然美と眼下の
岩崎桟橋および附近の岸壁から真珠島その他同湾内の島々を廻る遊覧船および定期船の発着する
光景を望観することができるようになっていた。近畿日本鉄道株式会社（Y）は、三重県知事の
公有水面埋立工事の許可を受けて、鳥羽湾水面を埋め立てて、その埋立地に土盛鉄敷道を建設す
る計画を立てた。Xは、この工事の完成により、鳥羽湾内の自然美が鉄道敷にさえぎられる結果、
一部の客室などからの眺望が阻害されるとして、工事による生活利益侵害を主張するとともに、
本件埋立工事の禁止を求める仮処分を申請した。
[判決要旨]
・Yらの本件水面の埋立工事は三重県知事のなした埋立免許処分によって形成された法律関係を
免許権者において実現する事実行為にすぎないけれども、Yらのかかる工事を全面的に禁止する
ことは、実質上三重県知事のなした免許仮処分の効力を停止する作用を営むことになるから、そ
のような内容の本件仮処分は、たといそれが私人間の権利関係の訴訟を本案訴訟とするもので
あっても、行政事件訴訟法第四四条の制定趣旨に鑑み許容されないものといわなければならない。
・Xにおいては「単に右客室からの収入の低下を招くだけでなく、本件水面埋立の結果生ずる鳥
羽湾内の景観の変化と相俟ってのことではあるが、観光旅館業美しま本館としての魅力も低減し
て申請人（X）の観光旅館業全体の経営上にも影響する打撃を被るであろうことが一応推認され
る」。
・X主張の「被保全権利の有無について検討する」。
およそ景勝地における土地、建物からの眺望の利益なるものは、当該土地建物からの穿設する他
人の土地、水面などの空間を通して他人に属する特定の区域、場所の優れた景観を見渡すことが
できる利益であるから、いわゆる眺望地役権が設定されている場合その他契約関係の存在する場
合は格別そうでない限りそれは他人に属する景勝地の自然から一般的に与えられる恩恵にすぎな
いものであって、排他的な権能としての当該土地、建物の所有権、占有権に当然附随するもので
はない」。
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・それ故、たとい権利者によって「眺望が阻害されることになったとしても、このような眺望の
阻害は、要するに一方は自己の権利に属する区域を自由に利用しただけであり、その結果他方は
それまでの事実上他人の土地、水面などの空間を通し他人の土地、水面などの自然から与えられ
ていた恩恵が享受できなくなったというだけのことであり、これが直ちに当該土地、建物の所有
権占有権の侵害になるものではなく、…鉄道敷建設工事により前認定の程度に阻害されることに
なるとしても、これをもって申請人（X）が本件土地、建物に対する所有権ないし占有権を侵害
されたとして右工事の禁止を請求することは許されないといわざるをえない」。
・営業の利益を侵害することになるか否かについて、「慎重厳格な衡量のもとにおいて、権利行
使の結果生ずる眺望の阻害が被害者において社会通念上一般に受忍すべき限度を越えるに至った
と認められるときは、…生じた損害を賠償すべき義務を生じ、ときには被害者において侵害の排
除予防（差止、禁止）もなしうるものと解すべきである」。…「諸般の事情を総合して考えると、
申請人（X）旅館が右工事によりその眺望を阻害されるとしてもそれは申請人（X）において当
然受忍すべきものであって、これをもって申請人（X）が営業の利益を違法に侵害されるものと
かあるいは不法行為を構成するとか言い得るものではない」。
・生活利益の侵害救済の法理は、「万人が等しく平穏で健康、快適な生活を享受するべき生活上
の利益が侵害された場合について採られるものであって、それは本来自然人の生存権、人格権保
護に関するものであるから、本件のように法人の財産権あるいは財産権的利益の保護に関する場
合においては、けだし適用されるべき次元を異にし、同一の基準によって処理しえない」。
・結論として、Yの鉄道敷設工事禁止のXによる仮処分申請を却下した。
[着目点]
・申請人の仮処分申請についての被保全権利の有無の判断における判示は、前記3判決とほぼ同
一の内容となっている。
・したがって、この判決の着目点は、前記３判決と同様のことが当てはまると言える。
・この判決においても、観光旅館という法人の営業利益のための眺望利益と鉄道会社および公益
との利益衡量という図式で判決が述べられている。したがって、そのような前提で述べられては
いるものの、景観に関する利益について、他人に属する自然からの恩恵に過ぎないという理解は、
未だ、景観利益という法益の形成過程におけるものであると思われる。
・申請人の営業利益低減の認定に際して、鳥羽湾全体の景観の変化が意識されている点は、若干
ではあるが、この判決における「景観」という法益形成への足掛かりが見えるような気がする。
・なお、本判決では、その初めに、三重県知事から公有水面埋立法所定の免許を受けている埋立
工事の禁止を求める仮処分は許されない旨判示している。この後も公有水面埋立工事が景観利益
を損ねることが争点となる訴訟が登場するが、行政訴訟に基づく免許処分取消の請求などとの関
係がどうなるかも一つの論点になっていく。
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６　名古屋高判昭和45年１月22日
　　　判時559号85頁
[事実概要]
　前記５判決の控訴審であり、事実関係において争われた様子はない。
[判決要旨]
　Xはその主張の権利を本件仮処分による差止を求める以外にはこれを擁護する方策がない旨主
張するが、…Xは三重県知事を相手として右免許処分の取消を求める行政訴訟を提起し、これを
前提として右免許処分の執行停止を求めうることが明らかであり、…本件仮処分による差止を求
める以外に救済を求め得ないとするXの主張はあたらない。
[着目点]
・前記第一審5判決（津地裁昭和44年）と同じ内容なので参照。
７　宇都宮地判昭和44年４月９日
　　　判時556号23頁　ほか
[事実概要]
・栃木県日光市の宗教法人Xの所有する境内の土地につき、Y １（建設大臣）は起業者栃木県知
事からの申請により昭和39年５月に土地収用法20条の規定に基づいて国道日光沼田線改良工事
を目的として認定をして、Y ２（栃木県知事）は同月、土地収用法33条の規定に基づき収容し
ようとする土地細目の公告をした。これを受けて、Y ３（栃木県収用委員会）は昭和42年２月
本件土地の収用の時期を同年４月とする収容裁決をした。Xは、Yらは土地収用法４条に違反し、
または、同法20条第３号に違反するとして、Y １の事業認定の取消、Y ２の公告の取消および
Y3の収用裁決の取消を求めて争った。本事案では、同法20条３号の規定によれば、事業を認定
するためには、「事業計画が適正かつ合理的な利用に寄与するものであること」が必要とされる
ところ、本件事業はこれに当たらないとして争われた。
・本件事業計画の内容は以下のものであることが認定された。すなわち、「本件事業計画の内容が、
日光市から群馬県沼田市に至る国道一二〇号線のうち、日光市＜以下略＞から同市＜以下略＞に
至る全長二八〇メートルにつき、道路を全巾一六メートル（車道一一メートル、歩道両側に各二・
五メートル）に拡巾することによつて、これを改良しようとするものであり、そのために、原告
所有別紙目録第三記載の土地（以下本件土地という）を収用しようとするものである」。「本件事
業計画の右内容を本件土地付近についてみると（以下本件土地付近の右道路を便宜本件道路と称
する。）、本件道路南側の大谷川沿いに巾二・五メートルの歩道を設置し（ただし、神橋のある部
分では、神橋の袖勾欄が復元されて右歩道上に突き出ることが予想されているため、該部分では、
歩道として実際に利用できる巾員は一メートルである。）、本件道路北側の丘陵部を一部切り崩し
て車道の巾員を一一メートルとし、右車道の北側には、高さ三メートル（地表に現われる部分の
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高さ）の石垣を構築し、その上に一・五メートル巾の歩道および一メートル巾の植樹地帯を設け、
さらにその北側には、高さ五メートル（地表に現われる部分の高さ）の石垣を構築し、その背後
に支保工を施し、これを地中に埋設しようとするものであること、この結果、本件道路の北側に
ある丘陵部のうち、道路に面する部分は大巾に削りとられ、これに伴い、右道路に沿つて成育す
る太郎杉を初めとする巨杉一五本が伐採され、その跡には、前記のように、高さ三メートルおよ
び同五メートルの二段の石垣が、長さ約四〇メートルに亘つて構築され、また、右丘陵部にある
蛇王権現の敷地もその一部が収用の対象とされていることから、現在の敷地よりもさらに北方に
後退せざるをえなくなること、がそれぞれ認められる」というものである。
・本件土地およびその附近の有する価値については、以下の事実が認定されている。すなわち、「日
光山内特別保護地区は、『東照宮・二荒山神社本宮および別宮・輪王寺・輪王寺・大献院霊廟の
各境内および神橋並びに背後の森林一帯』をその区域とするものであり、かかる区域を特別保護
地区に指定した理由は、『本地区は、東照宮・二荒山神社本宮および別宮・輪王寺・大献院霊廟・
神橋等を含む一帯で、比較的狭い自然の地形に制約されながらも、地形を巧みに利用し、江戸時
代初期の文化の精粋を集めて豪華絢爛たる建造物群を建設して、大自然と人工とを混然一体とせ
しめた稀にみる地区であり、従つて、万民偕楽の地として、大いに世人に親しまれて国立公園利
用上重要なものであり、又、建築・美術・工芸等学術上からも永久に保存保護されなければなら
ない地区である。』からというのであつて、要するに、かかる人文景観は、永久に保護保存され
るべき価値を有しているものとして取扱われていることが認められる」さらに、「本件土地付近
一帯は、日光市街地を通る国道が、大谷川に架る日光橋を境にして、前方に急にその景観を呈す
る、いわば日光の表玄関ともいうべき場所に位置し、大谷川に架る神橋とその正面の丘陵部に鬱
蒼と群生してそそり立つ杉の大樹とが、日光を訪れる者に、いかにも日光らしいという荘重な第
一印象を与える場所として良く知られている。該場所には、左折した道路の南側を清流の大谷川
が流れ、その川原には自然の巨岩・奇岩が列び、その上に国の重要文化財に指定されている朱塗
の神橋が架つており、又、右道路の北側は、鬱蒼とした杉の大樹が群生する小高い丘陵部をなし、
その頂上には、歴史的に由緒のある朱塗りの御旅所の社（重要文化財）があり、巨杉群のあい間
からその優美な姿が散見される。右丘陵部の東側には、御旅所へ通じる古い石段道が、鬱蒼とし
た巨杉群の間に昔日を偲ばせるような質素な姿を残しており、その石段道の入口東側には、慶安
元年、松平正綱侯によつて寄進された杉並木街道寄進の碑がある。また前記の丘陵部の西側には、
東照宮表参道があつて、巨杉群の間を二社一寺に通じている。神橋の正面にあたる右丘陵部のふ
もとには、日光発祥の伝説を秘めた蛇王権現の社があり（ただし、右の社は、昭和三八年三月
二五日未明の突風で倒れた大木によつて倒壊され、その敷地の一部が本件収用の対象とされてい
るためいまだ復元されておらず、その敷地および鳥居のみが現存しているにすぎない。）、その敷
地の東協には、太郎杉とよばれている巨杉がその偉容をほこつており、右太郎杉は樹令推定
五〇〇年以上と言われ、胸高の直径約一・七五メートル、高さ約四〇メートルにも達しており、
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これをとりまく巨杉群も、いずれも樹令推定三〇〇年以上、直径約〇・六ない一・二メートル、
高さ約三〇メートル以上といわれている。さらに、大谷川の南岸には、自然の巨岩とこれをとり
まく闊葉樹林帯があり、秋季にはこれが美しく色づくことで知られている」。「このように、本件
土地付近一帯は、太郎杉を初めとして鬱蒼と群生する巨杉群の偉観と、大谷川南岸の闊葉樹林帯、
大谷川の清流およびこれに架る朱塗りの神橋、さらに、巨杉群のあい間から散見される御旅所の
社やこれに通じる古い石段道等、比較的狭隘な場所に自然の景観と人工の建築美とが渾然一体と
なつて美しく調和し、まことに日光国立公園の入口たるにふさわしい荘重にして優雅な美しさを
形成し、その景観は、多くの観光客に深い感銘を与えている地域である」としている。
[判決要旨]
・土地収用法４条につきYらに違反があるかについては、次のように判示した。当裁判所としては、
今直ちに後者の見解を採用するには、いまだ疑問が残るので、これにはよらず、一応、本件には
土地収用法第四条は適用されないものとの前提のもとに、つぎの判断に進むことにする」。
・土地収用法20条３号について違反があるかについて、同条３号の規定する「事業計画が土地の
適正かつ合理的な利用に寄与すもの」であるとの判断をするためには、当該事業計画の内容およ
び右事業によって意図される公共の利益、収容されようとしている土地の現在の利用状況および
その私的ないし公共的な価値などについて具体的な検討がなされなければならない」とし、上述
事業計画および本件土地の現在の利用状況などが認定された。
・事業計画の公共性について、「国道一二〇号線は、東照宮・二荒山神社・輪王等および神橋等
の宗教的建造物ないしは中禅寺湖・戦場ケ原・湯元温泉等の数多くの観光地をひかえた日光国立
公園における唯一の幹線道路としての性格を有しているにもかかわらず、本件土地付近において
は、線形が悪いうえに、本件道路部分の有効巾員は最狭部でわずか五・七メートルと狭隘であり、
昭和三七年度においては、許容交通量の三・一倍（平均）に相当する量の自動車が現に通行して
おり、これがために、観光シーズンともなると、該場所において自動車通行の滞留現象を呈して
おり、従つて、これらのことは、本件道路が絶えず交通事故発生の危険性を内包しているともい
えるのみならず、戦時中から一時撤去されたままになつている神橋（重要文化財）の袖勾欄およ
びその囲柵は完全に復元されなければならないところ、これが復元されると、本件道路の有効巾
員は四・七四メートルとさらに一層狭隘となるに至るという状況にあり、従つて、将来ますます
激増することが予想される自動車交通を大量かつ安全・迅速に処理するためには、本件道路を拡
巾するかもしくはこれに代りうる適切な措置を講ずることは、かかる事情の下においては、緊急
の必要があり、従つて、本件道路の拡巾を企図する本件事業計画は、それ自体、高度の公共的必
要性を有しているものと理解することができる」とした。
・一方、収容される土地に関する価値について、「本件土地は、日光国立公園のうちでもそのエ
ツセンスともいうべき景観上最もすぐれた特別保護地区の一部に属しており、具体的にも、神橋
および御旅所等の人工美と、太郎杉を初めとする巨杉群その他の自然美とが、渾然一体となつて
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作り出す傑出した景観の地域であるのみならず、日光発祥の地としての史実・伝説を有し、かつ、
太郎杉を初めとする巨杉群は、特別史跡・特別天然記念物としての日光杉並木街道の出発点とし
て、これと同じ程度の歴史的・風致的・学術的価値を有するものであり、これらの景観的・風致
的・宗教的・歴史的および学術的価値を同時に併有するようなものは、ひとり原告だけの利益と
してではなく、広く国民全体に共通した利益・財産として理解されるべきであり、それは、社会
的にみて重要な価値を有しているものとして評価されるべきである。
・結論として、「当裁判所は、結局、本件事業計画は、土地収用法第二〇条第三号にいう『土地
の適正かつ合理的な利用に寄与するもの』とは認め難いと考え、従つて、本件事業認定は、この
点において違法であり、その取消を免かれないものと判断するものである」とした。
・加えて、結論の根拠づけとして、以下のように述べている。「周知のように、我が国の国土は
狭少であり、従つて、このような特別保護地区としての傑出した景観を有する地域の数にはおの
ずから一定の限りがあり、まして、本件土地付近のように、かかる景観上の価値に加えて、前述
のような宗教的・歴史的・学術的価値をも同時に併有している土地は、全国的にみても稀少であ
ろうことは容易に推認しうるところであり、従つて、それは、それだけ高度の文化的価値を有し
ていると解すべく、かつ、このような文化的価値は、長い自然的・時間的推移を経て作り出され
たものであつて、一度びこれに人為的な作為が加えられれば、人間の創造力のみによつては、二
度と元に復することは事実上困難であり、従つて、これらは、過去・現在および将来の国民が等
しく共有すべき文化的財産として、将来にわたつても長くその維持・保存が図られるべきもので
あるからである」。他方、「本来、道路というものは、人間がその必要に応じて、自からの創造力
によつて建設するものであるから、原則として、『費用と時間』をかけることによつて、『何時で
も何処にでも』これを建設することは可能であり、従つて、それは代替性を有しているといえる。
[着目点]
・単に土地所有者の利益という観点からではなく、本件事業契約によって損なわれる、国民にとっ
ての景観的・風致的・宗教的・歴史的および学術的価値が問題となって争われているケースであ
る。
・本事案は、景観利益保護のための差止請求や同利益侵害による損害賠償請求ではなく、行政訴
訟であるが、私権としての景観利益という法益が判例で形成されるにあたり、非常に大きな影響
をもった訴訟ではなかったかと思われる。
８　東京高判昭和48年７月13日
　　　判時710号23頁
　　（前掲宇都宮地判昭和44年４月９日判決の控訴審）
[事実概要]
　前掲宇都宮地判昭和44年の控訴審。第一審被告であった建設大臣Y １,栃木県知事Y ２と栃木
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県収用委員会Y ３のより控訴がなされた。
[判決要旨]
・土地収用法20条３号所定の「事業計画が土地の適正かつ合理的な利用に寄与するものであるこ
と」という要件は、その土地が事業の用に供されることによって得られるべき公共の利益と、そ
の土地が事業の用に供されることによって失われる利益（この利益は私的なもののみならず、時
としては公共の利益をも含むものである。）とを比較衡量した結果前者が後者に優越すると認め
られる場合に存在するものであると解するのが相当である。
・本件土地附近が有する文化的価値は、「長い自然的、時間的推移を経て初めて作り出されるも
のであり、一たび人為的作為が加えられれば、人間の創造力のみによっては、二度と元に復する
ことは事実上不可能であることにかんがみれば、本件土地の所有権こそ被控訴人（X）の私有地
に属するとはいえ、その景観的・風致的・宗教的・歴史的諸価値は、国民が等しく共有すべき文
化的財産として、将来にわたり、長くその維持、保存が図られるべきものと解するのが相当であ
る」。
・「前記のようなかけがえのない景観、風致、文化的諸価値ないし環境の保全の要請は、国民が
健康で文化的な生活を営む条件にかかわるものとして、行政の上においても、最大限度に尊重さ
れるべきものである」。
・本件事業計画をもって土地の適正かつ合理的な利用に寄与するという建設大臣の判断について
は、「オリンピックの開催に伴う自動車交通量増加の予想という、本来考慮に容れるべきでない
事項を考慮に入れ、かつ、暴風による倒木（これによる交通障害）の可能性および樹勢の衰えの
可能性という、本来過大に評価すべきでないことがらを過重に評価した点で、その裁量判断の方
法ないしその過程に過誤があり、…被控訴人建設大臣の判断は、…違法なものと認めざるをえな
い」。
[着目点]
・前掲宇都宮地判昭和44年判決の控訴審であり、土地収用法20条３号の要件を満たさない土地
収用が違法であるとしたことはほぼ同じ論旨である。
・第一審原告、宗教法人Xの主張する本件土地附近の諸価値を「文化的財産」であるとしている
こと、および、その財産的価値と、道路建設（本件事業）による利益とを比較衡量するという形
で、違法性が判断されている。
・ただし、見落とすべきでないのは、その文化的諸価値などについて、「国民が健康で文化的な
生活を営む条件にかかわる」ものであるという認定である。これは、憲法25条の生存権との関
係で、景観などの諸価値を把握しているということであり、本件認定の文化的価値が単に公共の
利益との比較衡量のための財産と認定されるにとどまらず、人格的利益にかかわる価値としても
認定されているということでああるから重要な点であると考える。
・昭和44年の第一審宇都宮地判も含め、本事案はいわゆる行政訴訟であるが、「景観利益」とい
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う保護法益が昭和中期に非常に明確な形で主張され、保護されていることは大いに注目すべきで
あらある。
９　東京地判昭和38年12月14日
　　　判時363号18頁
[事実概要]
　原告Xは、東京都中央区銀座四丁目所在の鉄筋コンクリート造り７階建てビル（通称、浜一ビル）
南側壁面にて、電光による朝日新聞社提供のニュースの速報ならびに商業宣伝広告を営む者であ
る。被告Y １は、浜一ビルの西北に隣接する土地上に地上９階地下１階の鉄筋コンクリート造り
のビル（通称、ゆふきやビル）を建築すべく、その工事を被告Y ２建設に請け負わせ、Y ２は建
築に着手し、建築中のゆうきやビルやビル南側の面に本件電光塔装置に平行して巾約９メートル、
高さ26メートルにわたり建築用の足場を組み、これを天幕で包み、なお、前面の歩道上に15坪
の建築事務所を設置した。Xは、被告らの右工事のため、X所有の電光装置の展望が妨げられ、
その所有権が侵害されたと主張し、さらに、その結果、得意先から広告の請負を解約され損害を
被ったとして、Yらに対して損害賠償を請求した。
[判決要旨]
・被告ら（Yら）の本件工事に伴う足場および事務所設置のため、昭和36年12月下旬頃より昭和
37年３月半ば頃までの間、X所有の右電光塔装置の片側の展望は妨げられたことが認められる。
・Xは、右工事のため原告所有の電光塔装置の展望が妨げられ、その所有権が侵害されたことを
主張するけれども、これによって直ちに原告の電光塔の所有権が侵害されたものということはで
きない。
・Yらが、そのビル建築にあたり、Xの営む電光塔による宣伝広告の業務に損害を与える目的で
故意に不必要な足場や、事務所を造るなどの社会通念上許容される範囲をこえた行為をなし、こ
れによってXの営業が妨害されたような場合には、権利の濫用として許されず、Xはそれによっ
て被った損害の賠償を請求する権利を有するものというべきであるが、このような事実は、これ
を認める証拠がな」い。Yらは、Xの電光塔やその展望に害を与えないように細心の注意をもっ
てその施設をなし工事を進めたものであることが認められ、右認定を動かすべき証拠はない。Y
らの右工事が社会通念上許容された範囲を逸脱した違法のものと認めることはできない。
[着目点]
・もっぱら、電光塔による宣伝広告が妨げられた財産的な損害についての賠償が問題となったケー
スである。
・電光塔は、通行人一般の目に留まるものであり、その一点については、景観というものとの共
通性があると言えないこともない。
・そのような電光塔の展望の利益が侵害されたことについては、権利の濫用禁止法理の適用がな
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い限りは、損害賠償は認められないとしているのが本判決である。
10　東京地判昭和46年６月16日
　　　行政事件裁判例集22巻６号843頁
[事実概要]
　申立外A会社は、都市計画法上の風致地区である東京都練馬区の石神井風致地区に、高さ23.7
メートルの８階建て共同住宅を建築するため、昭和44年３月に東京都風致地区規定２条に基づ
き、被申立人Y（東京都）に右建築許可を申請したところ、昭和45年６月、Yがこれを許可した。
右建築予定地の付近住民である申立人Xらは、本件建物の建築により、石神井風致地区の風致が
破壊され、Xらにおいて風致を享受する利益が害されるばかりでなく、日照阻害、見下ろしによ
るプライバシーの侵害、通風阻害および風害、地価の下落などの回復しがたい損害を被るなどと
主張して、右仮処分の効力停止を求めて申立てを起こしたものである。
　Xらは、自らの地位として、従来から種々の建築などの規制を本件風致地区において受け、そ
の維持に協力せしめられてきた者であり、日常生活上においてもその疲れや緊張を柔らげるなど
の目的からしばしば本件風致地区の中心の石神井池三宝寺池の周囲を散策しながらその自然的景
観を享受してきた者であると主張した。また、本件建物の建築により、上述多大な悪影響、被害
を受けると主張した。
[判旨要旨]
・風致破壊の争点については次のように判示して、申立を却下した。「抗告訴訟制度の主目的が
個人の権利、利益の救済にあることからすれば、執行停止によつて免れるべき損害とは、申立人
の個人的損害をさし、公共的損害はこれを含まないものと解すべきところ、風致地区の風致が害
されるかどうかということは、ふつう一般公共の利害に関することがらであつて、それ自体当然
に特定の個人についての損害となるものではない。本件の風致が害されるとすれば、地区住民で
ある申立人らが従前の風致を享受できなくなることはたしかであるけれども、この風致を享受す
る利益なるものは、これをいわゆる環境権として構成するかどうかはともかく、その性質からい
つて、ひとり右地区住民についてのみ存するものではなく、広く一般公衆に認められるべき筋合
のものであるから、その意味において右地区住民の利益は一般公益と区別されるところがなく、
したがつてこれを害されたことをもつて前記の個人的損害ということはできない。そして、他に
本件風致の破壊により申立人らがなんらかの個人的損害を被るものと認めるにたりる疎明はな
い」とした。
・日照阻害、プライバシー侵害、地価の下落およびその他の損害についても、これをすべて認め
なかった。
[着目点]
・抗告訴訟制度になじまない申立てであるとして、本件の申立ては棄却されている。
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・都市計画法上の概念との関係で「風致」という用語が用いられているものの、申立人の主張し
ている権利ないし保護法益は、平成18年最高裁判決（国立マンション訴訟）で問題とされた景
観利益という保護法益を酷似しているように思われる。
・本件申立て自体は棄却されたが、昭和40年代半ばにおいて、そのような権利ないし保護法益を
訴えた訴訟として、将来への布石となった事案といえるのではないか。
11　京都地決昭和48年９月19日
　　　判時720号81頁
[事実概要]
　本事案掲載誌匿名囲い込み記事によれば、本件の決定において、決定書に判決理由は述べられ
ていないとのことである。仮処分を求めた申請人の「不動産仮処分命令申請書」および「申請人
ら第一回準備書面」による事実関係は以下の通りである。
　申請人は、京都市東山区岡崎に飲食業ならびに料理旅館業を営んでいる会社とその代表取締役
である。被申請人は、右料理旅館に隣接する土地に、店舗・事務所を用途とする鉄筋コンクリー
ト造五階建て（地上19.10メートル）のビルを建築しようとするものであり、すでに二階までの
コンクリート打込みが完了している状態である。右料理旅館は、東山を借景とする名園を売物と
しているものであり、その土地建物からは東方に東山の美しい山並みが望まれ、明治の名匠植治
の手になる庭園とあいまって、緑豊かな京都らしい景観を楽しむことができる。しかし、本件建
築物が計画通り完成することになれば、名園は台なしとなり、美観は完全に失われてしまう。ま
た、その建物の三階以上は、庭園の樹木の高さをはるかに超えるので、ビルから申請人らの土地
建物は丸見えとなり、プライバシーが侵害される。そのような眺望権阻害やプライバシー侵害な
どが申請人らの人格権、土地建物所有権・侵害であることに加え、右料理旅館の営業上の打撃を
被ることになるものであると主張した。さらに、「この地域の景観・環境に対する権利は、申請
人らだけが有するものではない。この地区の美観は、周辺地域住民の共有するものであり、もっ
と広く京都市民の共有する文化的資源であ」る。「申請人らは、すべての共有者を代表して、環
境権にもとづき、美観の維持を求めようとしているのである」とした上で、美しい景観というも
のは、ひとたび破壊されてしまうともはや元に復原することは不可能であるなどと主張した。
　「申請人ら第一回準備書面」によれば、申請人は、本件建築物に対する京都市の認可の違法性
についても言及している。被申請人らは、本件建物地は京都市市街地景観条例6条に定める美観
地区第二種地域にあり、同条例７条により建築物の高さは15メートルに制限されているが、市
長の承認を得ているので何ら問題はないと主張している。このような市長の承認は違法なもので
あると申請人は主張した。
[判決要旨]
　前葉記載のとおり、判決理由は述べられていないが、債権者に対して、保証金として1500万
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円を供託することを条件に塔屋を除いた四階以上を建設してはならないとして、工事禁止の仮処
分を決定した。
[本決定の意義]
・上記本件掲載雑誌囲い込み匿名評釈によれば、「裁判所としては市の景観条例に基づく景観行
政を超えて、債権者の眺望権を保護したこととなり、景観問題に対する積極的姿勢を窺うことが
でき」るとしている。
・申請人は、眺望阻害、プライバシー侵害を人格権を根拠に訴え、また、営業の不利益も主張し
ている。これにとどまらず、「美しい景観」という利益を真正面から主張して、この点を強調し
て利益侵害を訴えているという点で、一つの期を画する事例となったと言えるのではないか。
・本件決定は、昭和48年の時点におけるものでありながら、その申請書の中において、景観に関
する権利が「周辺住民の共有するもの」であるなどの考えが示されているものである。
・決定理由が決定書に述べられていないのは残念であるが、私的利益としての「景観利益」とい
う特質を捉えて主張が展開された事例として重要なものであると考える。
Ⅳ　検討と整理
　前章で検討した１の判例においては、眺望地役権の侵害が争われた事例であり、その時点にお
いて、何ら「景観」という概念は主張されていなかった。１の判決の控訴審である２の判決でも
同様である。私的利益としての眺望権が問題となった。３の判決また５の判決では、私的利益の
主張ではあるものの、景勝地における眺望理利益が損なわれるという主張のなされた事案であり、
同じ私法上の権利の主張であっても、景勝地全体の問題として把握されている点で、若干の展開
があったように思われる。
　前章４の最高裁の事例においては、美観風致という公共の利益が憲法で保障された表現の自由
との対立側面をもっていることを示している。平成18年最高裁判決以降の事例においては、景
観利益と所有権に基づく建築の自由という利益の対立軸で景観利益が主張されるが、これとはま
た違った対立軸が景観利益には存在していることを示している。９の判決は景観の問題とは直接
的には関係性のない事例といえるが、眺望権との関係において意味を有する判決事例として掲げ
ておいた。
　このような判例の流れの中で、大きな基点となったのは、７の判決およびその控訴審８の判決
であったように思われる。これは行政訴訟事件であり、そこで主張されている保護法益は、私的
利益ではなく、国民ないし住民全体の利益ということであるように考えられる。しかしながら、
この判決では、当該土地が「景観上最もすぐれた特別保養地区の一部」に属していることが認定
され、さらに、問題となった巨杉群などが「歴史的、風致的、学術的価値を有する」ことも認定
されたのである。そして、原告勝訴となり、当該景観は存置されるという結論をみたのである。
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この「景観」という利益の主張について一つの期を画したものをして評価することができるであ
ろう。
　前章10の判決は、行政訴訟事件であり、それゆえ、個人的な利益保護の主張が認められない
として退けられたものであるが、建物の建設が風致を害するという主張が展開された事例として
検討を加えた。
　そして、11の判決では、判決文は不明であるものの、紛争当事者の主張において、「地域の景観・
環境に対する権利」なるものが明確に主張された事例である。紛争当事者の主張に過ぎないもの
の、明確に景観の権利を主張した事例であり、この裁判に至って、私的な保護法益としての景観
というものが司法の場に登場したと評価できるものと考えられる。
　以上検討した11件の判決ののちにおいて、さらに裁判例が積み重ねられ、本稿冒頭で掲げた
最高裁平成18年判決へと至るのである。その間においては、また紆余曲折があるのであるが、
その検討は別稿に委ねたい。本稿では、当初、眺望権ないしその類似の権利として主張されてい
た保護法益が、紛争当事者の主張において、「景観権」という主張を見るに至るまでの裁判事例
の経過について考察した。その整理と検討をもって了としたい。
 （たにぐち　さとし・高崎経済大学経済学部准教授）
[註]
１）　西村幸夫『景観法はまちの魅力を引き出せるか』（財団法人東京市政調査会　2005）４頁。なお、当該条例は制定に至
らなかったことも引用文献中で述べられている。
２）　一例として、日置雅晴「景観紛争の経験からみた景観法」Jurist1314号53頁。
